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事業の内容

事業目的
地域・社会課題が多様化・複雑化する中、地方公共団体による課題対応が

困難になっており、地域で持続的に課題解決を行うためには、ビジネスモデル創

出が必要です。このため、地域内外の中小企業等が、地方公共団体等の地域

内の関係主体と連携しつつ、地域・社会課題解決と収益性との両立を目指す

取組（地域と企業の持続的共生）や、地域の企業群に対して、人材の獲得・

育成・定着を行う取組等を支援するとともに、地域で持続的に課題解決を行う

ために、地方公共団体からの地域課題の提示や地域内外の関係主体の連携

体制の構築を目的とします。

事業概要
（１）広域的課題解決実証プロジェクト、地域戦略人材確保等実証事業

ベンチャー・中小企業等が、自らもしくは複数社で連携し、複数地域（5地域

以上）で抽出して束ねられた課題解決・付加価値向上に資する取組を行う際

に必要な経費の一部を支援します。また更なる広域展開を行う場合は、支援を

拡充します。また、民間事業者等が複数の地域企業を束ね、地方自治体、金

融機関等の地域の関係機関と連携しつつ、地域の企業群を一体として、将来

の経営戦略実現を担う人材等の確保・域内でのキャリアステップの構築等の総

合的な取組を行うことを支援します。

（２）地域・社会課題解決に向けたマッチング、社会的インパクト評価地域・

社会課題のオープン化を促すための地方公共団体向けのセミナーや一緒に解

決を目指す企業とのマッチング機会等を作るとともに、地域・社会課題解決事

業の社会的インパクト評価を実施します。

成果目標
（１）広域的課題解決実証プロジェクト、（２）地域・社会課題解決に向けた

マッチング、社会的インパクト評価

令和２年度から令和６年度までの５年間の事業であり、最終的には地域におけ

る持続的な課題解決事業の定着率を令和６年度に60％を目指します。

（１）地域戦略人材確保等実証事業令和４年度から令和６年度までの３年

間の事業であり、最終的には地域における人材の獲得・育成・定着を行う取組の

定着率を令和８年度に70%を目指します。

地域・企業共生型ビジネス導入・創業促進事業
地域経済産業グループ地域産業基盤整備課

地域経済産業グループ地域経済活性化戦略室

令和５年度予算案額 7.7 億円 ( 6.5 億円 )

事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

国

民間事業者等
民間事業者等

(プロジェクト実証業者等)

(1)補助

(定額)

(1)補助

(1/2,2/3）

(2)委託

＜事業イメージ＞

交通弱者

大手デイサービス
事業者病院・商店等

配車要請

配車依頼

AI配車システム

地域の交通公共機関
の衰退による交通弱者
支援

【地域課題】

デイサービス送迎車の空席と、移動希
望者の最適マッチング機能を備えたAI
配車システムの活用により、地域の交通
弱者の移動を支援する。

【課題解決】
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令和５年度事業概要

① 通常事業 ② 広域展開事業 ③ 広域展開事業

展開地域数 5地域以上への展開 10地域以上への展開 15地域以上への展開かつBtoGビジネス型

対象者
①、② 中小企業等
（中小企業、一社、一財、NPO法人等）

・ ③ 中小企業等
（中小企業、一社、一財、NPO法人等）

・ 中小企業以外の
地域未来牽引企業・未来法の承認事業者

補助対象要件
●①～③のそれぞれの規模で、課題解決を実証する事業
●地域・社会課題の解決と収益性の両立を目指す取組み
●実証するビジネスモデルが持続可能であるもの

補助上限額 ① 3,000万円 ②、 ③ 4,000万円

補助率 ①、② 補助対象経費の２／３以内 ③ 補助対象経費の１／２以内

補助対象経費

人件費、旅費、機械装置費、借料及び賃料（リース費）、システム開発費
外注加工費、技術導入費、専門家経費、運搬費、クラウド利用費

※委託費（②、③の広域展開型のみ補助対象）

公募期間 2023年４月予定

問合せ先
地域・企業共生型ビジネス導入・創業促進事業補助金事務局 （2023年２月中旬決定予定）

※事務局決定まで：近畿経済産業局中小企業政策調査課（06-6966-6057）

予算額5.1億円（前年度4.9億円）
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Ｒ4年度実証事業内訳

農林水産, 6

防災, 2

地域活性, 2

コミュニ

ティ, 2

就労支援, 

2

ヘルスケア, 

2

事業承継, 1

施設管理, 1

観光, 1

実証事業分野
・実証事業分野は大きく分けて、農林水産、防災、地域活性、
コミュニティ、就労支援、ヘルスケア、事業承継、施設管理、
観光の分野。

・実証事業者（全31社）の法人形態の約７割が株式会社。

・全国38都道府県が実証地域として選定されている。

6

1

4 4

1

2

5

1 1

2

1

6

2 2

1

5

1

3

2

1 1

2

3

1

5

2

1 1

6

1 1

3

5

1 1 1 1

4

0

1

2

3

4

5

6

7

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

長
野
県

静
岡
県

愛
知
県

岐
阜
県

三
重
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

和
歌
山
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

長
崎
県

熊
本
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

実証地域分布

３

株式会社、21
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合同会社、1

実証法人形態



令和４年度採択事業者一覧

No 事業者名 ジャンル 実証プロジェクト 類型 継続

1 (株)アイエスイー 農林水産
海洋観測機群と気象衛星と連携した海洋分析プラットフォームによる「新たな資源管
理システムの構築」と「養殖成長産業化」の実現

さらなる
広域

◎

2 (株)Asian Bridge 観光 コロナ禍での観光業を支える、地域観光DX構想の実証事業 広域 ◎

3 (株)いなかパイプ 地域活性 「とかい」から「いなか」への雇用を継続的に促すマッチング体制の全国展開 通常

4 (株)via-at 施設管理
IoT認証による施設管理DXと施設活用サービス連携でつなぐ デジタル地域スポット
創出事業

通常

5 ウィルポート(株) コミュニティ 地域密着型生活支援物流事業を通じた地域活性化プロジェクト 通常

6 (株)エーエスピー 農林水産 未活用農産物等の活用プラットフォームの構築 広域 ◎

7 (株)オートマイズ・ラボ 防災
河川管理のＩoＴによる災害対応強化を目的とした、後付け型水門自動開閉化
機器「水門ボット」の実証試験

通常

8 (株)クラダシ 農林水産
地方農家への収穫支援及び収穫品サブスクリプション販売による関係人口構築実
証事業 「クラチャレ定期便」

通常

9 (株)Groove Designs コミュニティ
地域の担い手を増やし、アジャイルなまちづくりを実現するデジタルプラットフォームの多
地域展開実証

通常

10 (株)komham 農林水産
微生物による生ごみ処理事業、 及び広告販売事業の複合運用による地域のごみ
処理問題の解決

通常

11 サンクスラボ(株) 就労支援 離島・過疎地域に居住する障害者のキャリア形成と雇用機会創出検証プロジェクト 通常

12 (株)ジャパンヘルスケア ヘルスケア 硬性カスタムインソールの普及による健康寿命の延伸及び、生涯現役社会の構築 通常

※継続…令和2・3年度からの継続支援案件



令和４年度採択事業者一覧

No 事業者名 ジャンル 実証プロジェクト 類型 継続

13
(一社)ソーシャルビジネス・ネッ
トワーク 就労支援

全国の育児・介護中、ひきこもり等の就労困難な地域人材に対する、地域の就労困
難者支援事業者との連携による、「就労困難者サポート型クラウドソーシング・サービ
ス」システムの実証事業

通常

14 芙蓉開発(株) ヘルスケア 科学的介護・医療技術に基づく介護施設向け自立支援サポートシステムの開発 通常

15 (株)ミライ菜園 農林水産 AI病害虫診断アプリの診断履歴を活用した 野菜のAI病害虫予測サービス 通常

16 (株)ライトハウス 農林水産
こだわりを持つ全国の水産加工施設と買い手である小売店のマッチング・取引支援プ
ラットフォームの構築 （水産加工B2Bプラットフォーム構築プロジェクト）

通常

17 (株)ライトライト 事業承継
後継者不在の事業者に対するオープンな事業継承による第三者承継マッチングの実
証事業

通常

18

(一社)ワカツク
(株)バリューシフト
(特⾮)wiz
(一社)フィッシャーマン・ジャパン
(特⾮)コースター
(一社)TATAKIAGE Japan
(特⾮)プラットフォームあおもり
(株)ESCCA
(特⾮)みらいの学校
(株)キャリアクリエイト
(合)work life shift
(一社)葛⼒創造舎

地域活性
東北が本気で取り組む、地域の担い不足解消プロジェクト ～地域コーディネーター育
成と連携による、共感型人材と地域・企業の協働システムの構築～

広域 ◎

19
ワンテーブル(株)
(株)ベルデータ 防災 スーパー防災都市創造プロジェクト

さらなる
広域

◎

※継続…令和2・3年度からの継続支援案件
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